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令
和
6
年
1
月
１
日
、
本
市
を
襲
っ
た

震
度
6
強
の
地
震
は
、
輪
島
市
全
域
に
甚

大
な
被
害
を
与
え
た
だ
け
で
な
く
、
地
震

を
起
因
と
す
る
火
事
に
よ
っ
て
朝
市
通
り

周
辺
が
焼
失
す
る
な
ど
、
私
た
ち
に
未
曾

有
の
損
害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

　
こ
の
災
害
に
よ
っ
て
亡
く
な
ら
れ
た

方
々
に
対
し
、
心
か
ら
お
悔
や
み
申
し
上

げ
ま
す
と
と
も
に
、
そ
の
ご
家
族
や
被
災

さ
れ
た
市
民
の
皆
さ
ま
方
に
謹
ん
で
お
見

舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　
市
で
は
、
直
ち
に
災
害
対
策
本
部
を
設

置
し
、
国
、
石
川
県
、
自
衛
隊
な
ど
様
々

な
関
係
機
関
や
各
種
団
体
な
ど
と
連
携
を

取
り
な
が
ら
、人
命
救
助
を
最
優
先
と
し
、

孤
立
集
落
の
解
消
、
避
難
所
の
運
営
、
水

道
、
電
気
及
び
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
の

応
急
復
旧
に
全
力
を
挙
げ
て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
現
在
、
避
難
所
が
過
密
と
な
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
65
歳
以
上
の
高
齢
者

な
ど
の
要
配
慮
者
で
希
望
す
る
方
は
、
金

沢
市
な
ど
の
避
難
所
へ
移
送
い
た
し
ま
す

の
で
、
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

　
一
日
で
も
早
く
復
旧
を
行
い
、
安
全
で

安
心
な
市
民
生
活
を
取
り
戻
せ
る
よ
う
輪

島
市
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
の
で
、
こ
の
難
局
を
乗
り
越
え
て
行
く

た
め
に
も
市
民
の
皆
さ
ま
方
の
ご
理
解
と

ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　
　
　
　
輪
島
市
災
害
対
策
本
部
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坂
口
　
茂

応急仮設住宅の入居申し込みが始まります

令和 6 年 1 月 12 日より受付開始
申込用紙に必要事項をご記入の上、1月 18 日（木）

までに下記の方法でご提出ください。

なお、この申し込みをもって、最終的な応急仮設住宅
（以下、「仮設住宅」という。）の設置戸数を確定するので、
申込み漏れがないようにお願いします。

１ 申し込み受付期間
1 月 12 日（金）～ 18 日（木）

午前 9時～午後 7時まで

２ 申し込み方法
・本庁舎新館１階�市民課

　・門前総合支所１階�地域生活課

　・支所・各出張所

　・各避難所の市職員　まで

※申込み用紙は、上記受付場所にも備え付けてあります。

３ 仮設住宅の入居条件
今回の地震で居住宅が全壊等の被害を受け、自らの力で住

宅を確保できない方。

　また「賃貸型応急住宅」に入居されている方は仮設住宅の

申し込みはできません。

４ 仮設住宅に入居できる日
仮設住宅が完成次第、順次入居していただきます。

　※�仮設住宅は、現在のところ 2月上旬から順次完成する

予定です。

５ 仮設住宅に入居できる期間
原則 1年、最長２年となります。

　※ 2年以内に、新しい住居を確保してください。

６ 入居する地区および入居順序
申込書の記載内容をもとに入居地区や順序を決定します。

７ 入居にかかる費用
家賃は無料となりますが、電気・上下水道料金・除雪費用・

電話などは入居される方のご負担となります。

←  QR コードを読み取って、
申請してください。

問市まちづくり推進課　☎ 0768-23-1156

随時、電子申請にて
受付中

スマートフォン等による
　　電子申請での申し込みに
　　　　ご協力をお願いします。
・�ご本人による電子申請が難しい場合は、お子様・親戚・知人等に電子申請の方法をお聞きの上、
もしくはご協力のもとに申請をお願いします。
・周囲に電子申請が困難な方がいる場合は、手続きのお手伝いなどご協力をお願いいたします。
・�電子申請が不可能な場合は、被災者生活再建支援室コールセンター（0768-23-4872）までお
電話ください。

（
切
り
取
り
線
）



　市外への退避によって、り災証明書の発行や応急仮設住宅への入居が不利になるということはありません。

　まずは命を守る行動を最優先にしていただき、安全な場所からり災証明書や応急仮設住宅等の情報を収集し

てください。

　各種情報は、輪島市公式サイトもしくは輪島市公式ＬＩＮＥにて発信予定です。

《り災証明書交付までの流れ》

被害認定調査※の依頼は必要ありません
　輪島市内全ての建物を対象に調査を行い、交付の準備ができた地区から順にり災証明書を発行し

ます。被害認定調査が終了するまで今しばらくお待ちください。

① 被害認定調査① 被害認定調査※※

② 調査結果整理② 調査結果整理

③ 調査完了地区③ 調査完了地区

のお知らせのお知らせ

④ 申請④ 申請

⑤ り災証明書交付⑤ り災証明書交付

市役所職員・応援職員が順次市内全棟を調査
※調査依頼は必要ありません。

調査の結果をもとに被害の程度を判定

ホームページや避難所などでお知らせ

証明書の受け取り

住民の皆さまからの交付申請
郵送やマイナポータルからの申請も可能

※被害認定調査とは？

　被害認定調査は、地震による被害の程度を調査します。内閣府が定める判定基準に従って「全壊」「大規模半壊」「中

規模半壊」「半壊」「準半壊」「一部損壊」という６区分で被災程度の判定を行います。

　被害認定調査の判定結果を基に「り災証明書」を発行します。り災証明書は、今後の行政の支援の基準や、保険の請

求などに使用します。

■公的な支援　

○�被災者生活再建支援制度（住まいの再建に合わせて支援金

が支払われます）

○応急仮設住宅への入居
○住宅の応急修理に関する支援
○各種税の減免、各種手数料・使用料の減免、学費の減免など

■民間の支援

○生命保険・損害保険への申告、銀行融資の条件

【り災証明書の使用用途の一例】

現在の状況と今後の予定
　輪島市へ全国の自治体から応援職員を派遣いただいています。現在は生命に関わる避難所運営に関する支援を中心にお

願いしています。道路状況が改善されると、より多くの応援職員を受け入れることが可能となります。市民の皆さまが生

活再建に関する支援を受けていただくために必要となるり災証明書が、1日でも早くお届けできるよう準備を進めていま

す。まずは火災があった区域の調査を実施し、1月中頃を目標にり災証明書を発行できるよう準備しています。その他の

地域の被害認定調査の予定は、近日中にお知らせいたします。

　今後、応急仮設住宅の建設を予定していますが完成までに

期間を要することから、これとは別に民間の賃貸住宅（アパー

ト等）を借りて住宅再建を目指すことが可能になりました。

　市内の賃貸住宅は空き物件が少なく一時的に市外で生活す

ることとなりますが、次のステップへ進むために必要な手段

の一つとして検討されてみてはいかがでしょうか。

１．賃貸型応急住宅
　住宅に大きな被害を受けた被災者に対して、民間賃貸住宅

を活用して賃貸型応急住宅を供与します。（家賃等の支援）

※�いったん入居すると後ほど建設される応急仮設住宅には入

居できません。

２．賃貸住宅の条件
　家賃が次の額以下であるもの（額の超過や超過分の個人負

担は認められない）

２人以下の世帯：６万円
３～４人の世帯：８万円

５人以上世帯：１１万円
※�未就学児２人以上の場合は１人あたり 0.5 人とする。（小

数点以下切り上げ）

※未就学児１人の場合は 0人とする。

※�家賃のほか、所定の範囲内で敷金・礼金等が支援の対象と

なる。

※その他詳細な条件は受付時に提示する。

３．入居期間
　入居日から２年以内

４．問い合わせ先　（毎日　9:00 ～ 17:00）

　公益社団法人全国賃貸住宅経営者連合会　金沢支部

　受付窓口：全国賃貸管理ビジネス協会　北陸支部

　電話：0120 － 27 － 1000　接続番号：388006

　※�音声ガイダンスに従い接続番号「388006」を入力して

ください。

　お電話がつながらない場合は改めておかけ直しください。

○緊急応急修理制度
　（住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理）

１．費用の限度
　一世帯当たり 50,000 円以内

２．修理対象
・�屋根などに被害を受け、雨漏りまたは雨漏りのおそれがあ

る住家へのブルーシート等の展張

・�損傷を受けた住宅の外壁や窓硝子へのブルーシートの展張

やべニア板による簡易補修による風雨の進入の防御

３．注意事項
※�個人が瓦工事業者等に依頼し、行ったものが対象となりま

す。自らが行ったものは対象になりません。

※�補助金の支払いは市から施工業者へ直接行うため、依頼者

が支払うのは 50,000 円を超えた部分となります。

　　例　依頼金額が 88,000 円の場合

　　　　　輪島市から施工業者へ　50,000 円

　　　　　依頼者から施工業者へ　38,000 円

※�制度を利用する際、自宅の被災状況がわかる写真等の添付

が必須となるため必ず修理前・修理中・修理後のわかる写

真を撮ってください。（スマホでも構いません）申請をせ

ずに修理をしてしまっても、修理前・修理中・修理後の写

真があり、業者への支払いが終了していなければ制度の対

象となる可能性があります。

※�「補助金を使って自己負担なく自宅の工事ができる」など

災害に便乗した詐欺には十分注意してください。

出来るだけ早く、受付を開始できるように現在準備中です。

賃貸型応急住宅（みなし仮設住宅）に関する支援ついて

災害により住宅に被害を受けた方へ重要なお知らせです

被災建築物応急危険度判定　安全確保・余震による２次災害の防止
　右のような２色の用紙で家屋の危険度を判定しています。自分の

家が大丈夫でも隣の家が倒れ込んできそうな場合は、「危険」（赤）

となります。

　そのため、応急危険度判定で「危険」（赤）と判定されても、被

害認定調査で「全壊」になるとは限りません。

問市税務課　☎ 0768-23-1126


